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Ⅰ収入の部 4,411,047

前年度からの繰越金

補助金

※区からの補助金 2,540,545

国庫補助金 1,869,000

利息 1,502

Ⅱ支出の部 4,411,047

人件費 3,344,154

事務局 2,500円×106時間×7人、2,750円×92時間×7人

旅費 52,151

事務局 5,000円×12か月

庁費 1,014,742

需用費 309,830

　　消耗品 事務用品等

　　印刷製本 コピー代、印刷代

　　雑費

報償費 124,200

セミナー・勉強会謝金

役務費 50,712

通信費、郵送料等

委託料 530,000

としま型居住支援の実態把握（井本研究室）

バンクシステム保守費

負担金及び補助金 0

登録団体への活動費の助成

Ⅲ収支 0

※年度当初に400万円の概算払いで受領し、年度末に残を戻入している。

0

200,000

16,000

200,000

令和６年度　豊島区居住支援協議会　決算総括表

3,626,000

4,000,000

4,700,000

700,000

1,014,000

276,000

20,000

0

0 124,200

500,000

0

3,626,000 3,344,154

60,000

52,151

2,000

0

307,830

50,712

330,000

38,000

300,000

200,000 200,000

科　　目 予　　算内　　訳
4,700,000

決　　算
　　　　（単位：円）

38,000

240,000

0

60,000



【報告】令和６年度事業実績について 

令和６年度臨時総会（令和７年３月１４日実施）以降の事業実績は変更がないため、臨

時総会時の資料を再掲する。 

１．豊島区居住支援協議会の目標 

豊島区居住支援協議会（以下、協議会）では、市場での住宅確保要配慮者の入居支援

を強化し、登録団体が豊島区で居住支援活動を円滑に実施するための環境整備の促進を

行ってきた。 

令和６年度は、登録団体等と連携しながらの通常の窓口相談業務のほか、①居住支援

バンクや居住支援を行う登録団体との連携・支援等、昨年度に展開した取組みの一層の

定着と推進、また、②高齢者等の居住支援を進める仕組みづくりについて取り組んだ。

大きく以下の２つの目標を掲げた。 

 
１－１．登録団体や不動産団体との連携強化 

協議会は、豊島区内で居住支援活動に取り組んでいる居住支援法人、NPO 法人等の

団体の登録制度を設けている（以下、登録制度により登録した団体を、登録団体とい

う）。協議会は、日頃から登録団体が居住支援活動をしやすいよう、交流会等で登録団

体との関係を構築している。また、豊島区での居住支援全体の課題やニーズを把握し、

その課題を解決する力になる豊島区内で居住支援に取り組む新たな団体に働きかけ、登

録への声掛けもしている。結果、新たに２団体が登録団体として新規登録された。  
また合わせてセーフティネット専用住宅の供給、としま居住支援バンクの登録の促進

のため、協議会会員である不動産関連団体への働きかけを継続して実施した。  
 

１－２．高齢者等の居住支援を進める仕組みづくり、及び包括的なネットワーク体制

の構築 

高齢者等が安心して暮らし続けられる住環境の整備に向けて、法整備や保険対応、官

民での見守り強化も進められているが、死亡に伴うリスクが現状の保険では対応できな

いといった課題がある。保証会社へヒアリングを行い、各種リスクへの対応の可能性に

ついて情報収集を行った。 

また、８つの区民ひろば・高齢者総合相談センターを拠点とする各圏域で豊島区民社

会福祉協議会の CSW へのインタビュー、及び、豊島区福祉部局との意見交換の場を設

け、居住支援に係る小地域ネットワークの実態把握と、としま型居住支援の検討を行っ

た。なお、実態把握にあたっては、日本女子大学建築デザイン学部建築デザイン学科井

本研究室と本協議会会長定行先生（日本女子大学名誉教授）と連携して協働で進めた。 
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２．取組と実績 

２－１．住宅相談や居住支援に関する取組みと実績 

（1)住まいや生活に関する相談等 

登録団体、住まいの相談窓口（豊島区福祉部自立促進担当課入居相談グループ）、居

住支援協議会に来た相談件数と内容は、以下のとおり。なお、数値で表せないとの回答

もあったため、可能な範囲での内容となる。  
①  登録団体への相談件数と内容（令和7年2月28日現在） 

※登録団体１６団体中、７団体からの回答（豊島区外からの相談、支援を含む）  

 
 支援項目  件数  

入居前相談  入居相談（民間・公営・高齢者住宅財団など）  
※物件・業者紹介含  

273（うち、成約 30）  
※生活保護含  

不動産店同行・コーディネート  36 
緊急連絡先確保  4 
家財整理・引越し  11 
賃貸オーナーから  5 
不動産管理会社  2 
その他  35 

計  366 
入居中支援  見守り等支援  148 

生活支援・就労支援  233+多数  
入居中相談（トラブル等の相談）  65 
緊急時の駆け付け  1 
健康管理に関する支援  9+多数  
孤独・孤立防止支援  11 
ライフライン開設・解約  5 
他団体と連携した入居相談  21 
家賃未納  2 
その他（手続き関係など）  18 

計  513 
入居後支援  死後事務委任、家財処分、遺品整理、葬儀・納

骨等  2 

退去支援・退去後生活支援  10 
その他  2 

計  14 
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②  居住支援協議会への相談件数と内容（令和7年2月5日現在）  

協議会事務局への直接の電話相談は、５４件。その他、メールの相談を受けている。

電話相談のうち２０件は解決に至った。電話相談の傾向として、不動産業者からは、空

き家の購入、見守り支援や保険紹介等の相談が多く、CSW は高齢者で生活保障に関す

る相談が多かった。また、登録団体からは豊島区内の不動産屋の紹介依頼、また協働型

で実施する企画等に関する相談であった。  
 

電話相談件数  
不動産業者等からの相談  18 
登録団体からの相談  4 
個人からの相談  20 
CSW からの相談（住まいの相談会

時を除く）  6 

豊島区からの相談  6 
総計  54 

 
 

③  「住まいに関する相談窓口」相談件数（参考（令和7年2月28日現在暫定））  

相談件数は、昨年度と比較して、公営住宅関連の相談が増えているが、その他は横ば

いか減少している。  
 

 

 

 

 

 
 
 

※1 家の売買、土地・家の相続、耐震工事、修繕業者の紹介、近隣トラブル、家の老
朽化、老人ホーム、上下水道、不動産会社とのトラブル、身体状況の変化、高額家賃、
家賃滞納等  
※2 高齢者福祉課、障害福祉課、介護保険課、生活福祉課、西部生活福祉課、高齢者
総合相談センター（地域包括支援センター）、くらし・しごと相談支援センター等  
※3 登録団体等：豊島区居住支援協議会の登録団体、東京都指定の居住支援法人 

  

相談内容 件数  連携先 件数 

公営住宅関連 1,010  区役所関係部署※2 28 
家賃助成 291  不動産関係協力事業所 51 
民間賃貸住宅への住替え等 68  社会福祉協議会 7 
安心住まい 51  登録団体※3 11 
その他※1 39  合計 97 
合計 1,459    
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（2）都営住宅応募合同サポート会の開催 

認定 NPO 法人豊島子ども WAKUWAKU ネットワーク、公益社団法人シャンティ国

際ボランティア会（としまる）は、毎年度「都営住宅応募合同サポート会」を数回開催

し、都営住宅の申込方法や申込書類記入の支援をしている。今年度も引き続き、うち１

回を対象者に高齢者・障害者も加えて協議会との合同主催とし、１１月２日（土）に

「都営住宅応募合同サポート会」を実施した。  
当日は、①ファミリー・ひとり親、②外国人世帯と、③高齢者・障害者と対象ごとに

担当を分けたが、それぞれの担当でカバーしながら効率化を図った。当日は井本研学生

からの応援もあった。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
合同サポート会概要 

対象  ファミリー・ひとり親の方  外国人の方  高齢者・障害者の方  

担当  豊島子ども WAKUWAKU ネ

ットワーク  
シャンティ国際ボラン

ティア会(としまる) 豊島区居住支援協議会  

日時  令和 6 年 11 月  2 日（土）  
第一部：10:00〜12:00／第二部：13:00〜15:00 

会場  上池袋コミュニティセンター  多目的ホール  
（豊島区上池袋 2-5-1 健康プラザとしま 7 階）  

相談  
件数  

ひとり親：6 世帯  外国籍：27 世帯  高齢者：1 世帯  

 
  

当日の様子 
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(3)暮らしの出張相談会 in みんなのえんがわ池袋の参加 

自立促進担当課入居相談グループが担当してい

る、「住まいの相談窓口」へ何らかの事情で来る

ことができない方たちや、まだ知らない方たちの

ために、アウトリーチ型で「住まい相談」の必要

があることから、豊島区内の CSW がエリアごと

に取り組んでいる「暮らしの出張相談会」に協議

会スタッフが定期的に参加している。  
他のエリアにも波及することを視野に入れなが

ら、昨年度に引き続き、池袋・西池袋エリアの

CSW と連携をし、協議会事務局を置いている

“みんなのえんがわ池袋”での「暮らしの出張相

談会」に参加している。  
５月から２か月に１回の計６回、協議会事務局

スタッフが２名１組体制で参加した。  
同時に、CSW に向けて、協議会、住まいの相

談窓口、登録団体の紹介をすることで、日頃から

CSW に来る住まいの相談についても、対応いただけるように取り組んでいる（実施

日：5/14、7/9、9/10、11/12、1/14、3/11）。  
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２－２．登録団体や不動産団体との連携強化 

(1)登録団体と協議会会員等との交流会の実施 

登録団体や協議会会員、区の関連部署との交流会を実施した。２部制で実施しており、

第一部は、豊島区から「空き家活用の取り組み」と「高齢者の事業」の説明及び意見交

換、第二部は懇親会を実施した。  
参加者計３１名（うち、登録団体８団体１２名、協議会会員４団体７名、事務局４団

体１２名）と多くの参加者があった。  
 

意見交換会参加者 

日時・会場 参加団体 

日時  
令和 6 年 10 月 30 日（水）  
16：00～18：30 
 
会場  
ソーシャルデザインライブラリー  
（豊島区上池袋 2-2-15） 

（登録団体） 

・認定 NPO 法人豊島子ども WAKUWAKU ネット

ワーク  
・一般社団法人コミュニティネットワーク協会  
・一般社団法人包括あんしん協会  
・一般財団法人カルチュラルライツ  
・一般社団法人くらしサポート・ウィズ  
・NPO 法人全国ひとり親居住支援機構  
・株式会社 IRIS 
・豊島区精神障がい者事業所連合会  
（特定非営利活動法人 NPO あおぞら、グループホ

ームあおぞら、グループホームふくふく）  
 

（オブザーバー） 

・公益財団法人日本賃貸住宅管理協会東京都支部 

 

（協議会会員） 

・協議会会長 

・公益社団法人東京都宅地建物取引業協会第四ブ

ロック豊島区支部 

・一般社団法人東京都建築士事務所協会豊島支部 

・社会福祉法人豊島区民社会福祉協議会 
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プログラム概要・当日の様子 

プログラム：  
第一部 16：00～17：00 

１）豊島区空き家活用 /高齢者事業の説明（豊島区）  
２）質疑応答・意見交換  

第二部 17：00～18:30 
懇親会  
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(2)オーナー及び不動産店向けセミナーの開催 

豊島区の住宅確保要配慮者の層は様々であることから、それぞれで力を入れている分

野（ひとり親、LGBTs、障害者、高齢者など）を持ち、住まい探しから始まる居住支

援を実践している登録団体から実例をご紹介いただき、賃貸経営を行いたいと考える賃

貸住宅オーナーへ向けて、多様な居住ニーズに対応する賃貸経営を学ぶ機会を提供する

ことを目的として開催した。  
 

セミナー概要 

日時：令和 6 年 11 月 6 日（水）14：30～16：00  
場所：としま区民センター小ホール(６階)  
対象者：居住支援に興味のあるすべての方、賃貸物件を所有・管理されている方  
ゲストスピーカー（登録団体）：  
・NPO 法人全国ひとり親居住支援機構代表理事 秋山 怜史氏  
・株式会社 IRIS 代表取締役 須藤 啓光氏  
・NPO 法人介護者サポートネットワークセンター・アラジン  

阿部  達明氏、城田  遼氏、中山 敦史氏  
参加者：９名（対面）、１４名（オンライン)、計４１名（スタッフ、関係者含）  
セミナー内容：  

・豊島区在宅高齢者への支援策  
・登録団体による支援の事例紹介  
・質疑応答  

 
 

  

当日の様子 
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(3)セーフティネット専用住宅の供給と、としま居住支援バンク登録の促進及び入居支

援にかかる支援の周知 

①ヒアリングの実施 

公益社団法人東京都宅地建物取引業協会第四ブロック豊島区支部、公益社団法人全日

本不動産協会東京都本部豊島・文京支部の協力、及び、協議会独自で不動産事業者に働

きかけ、協議会の説明や、としま居住支援バンクの登録促進、セーフティネット住宅の

理解促進を図っている。また、新たに居住支援に協力いただけそうな不動産事業者に対

してヒアリング等を実施することで、理解促進に取り組んだ。計２件実施。  
 

ヒアリング実施一覧 

６月２１日 株式会社リバイヴ（豊島区内） 

１２月９日 合同会社６６（豊島区内）  
 

②不動産団体への周知活動 

公益社団法人東京都宅地建物取引業協会第四ブロック豊島区支部、公益社団法人全

日本不動産協会東京都本部豊島・文京支部の協力により、各団体の役員会、研修会等

で協議会の事業説明や、「としま居住支援バンク」の紹介と登録方法、「セーフティネ

ット住宅」制度、及び豊島区高齢者関係事業の説明をしている。  
 

実施日 

７月２５日 
公益社団法人東京都宅地建物取引業協会第四ブロック豊島区支部

役員会 

令和７年１月２８日 
公益社団法人全日本不動産協会東京都本部豊島・文京支部法定研

修会 

 
 

③登録件数（令和７年３月１３月現在） 

（3）の取組みも踏まえて、今年度の登録件数は以下のとおり。  
①  としま居住支援バンクの登録件数  

バンク登録件数：１５件、登録不動産店：１０事業者（宅建７、全日１０） 

※前年度より３件減、登録不動産店は７件増 

 

②  セーフティネット住宅の登録件数  

登録件数：９２棟６９７戸（うち、専用住宅１３棟６２戸） 

※前年度より、６４戸（専用住宅３２戸）増 

 
 
(3)新たな登録団体の掘り起こし 

交流会等を実施することで、既存の登録団体や日頃から連携している居住支援団体と

意思疎通を図り、相談窓口とも課題を共有している。その課題を解決する力になる、区

内で居住支援に取り組む新たな団体への働きかけや、ホームページ等の問合せからヒア

リング等を実施した。その結果、新規の登録団体として２団体が登録された。なお、新
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規登録された団体のうち１団体は、昨年度にヒアリングを実施している。 

 

ヒアリング実施一覧 

４月２２日 
特定非営利活動法人エヌフィット 

（居住支援法人エヌフィット） 

４月２２日 豊島区精神障がい者事業所連合会 

令和７年２月１８日 NPO 法人安らぎ 

 

令和６年度新規登録団体（３月１３日現在） 

団体名 登録日 

株式会社 IRIS R6.4.25  
豊島区精神障がい者事業所連合会 R6.10.15 
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２－３．高齢者等の居住支援を進める仕組みづくり、及び包括的なネットワーク体制

の構築 

(1) CSW を通した豊島区の居住支援に関する研究 

…CSW（コミュニティソーシャルワーカー）の活動実態把握調査の実施 

※日本女子大学建築デザイン学部建築デザイン学科井本研究室に委託  

これまで日本女子大学定行研究室と協働で取り組んできた調査・研究を継続した。  
豊島区の既存の組織・団体の活動や仕組みを活かし、福祉や住宅の分野の垣根を超え

連携して実施する居住支援を「としま型居住支援」とし、その実現に向けて、豊島区の

現状の居住支援体制と課題を整理し、支援の体制を確立することを目指して調査をした。  
今年度は具体的な提案を行うべく、日本女子大学建築デザイン学部建築デザイン学科

井本研究室に調査を委託し、８箇所の CSW の拠点を対象にアンケート及びインタビュ

ーを実施した。CSW を通した豊島区の居住支援に関する課題を整理し、協議会との連

携の可能性を探るともに、支援体制を検討した結果を次年度につなげる（詳細は、井本

研から）。  
調査実施概要 

〇アンケート実施期間：令和 6 年 11 月 13 日～12 月 16 日  
〇インタビュー実施日：  

2/17（3 圏域）菊かおる園（西巣鴨第一）・東部（南大塚）・いけよんの郷（池袋）  
2/21（3 圏域）豊島区医師会（西池袋）・アトリエ村（富士見台）・西部（千早）  
2/28（2 圏域）中央（朋有）・ふくろうの杜（高南第二）  

 
（2）勉強会の実施 
「生活困窮者の実態と居住支援の課題」 

-住宅セーフティネット法の改正における豊島区の居住支援協議会の今後について- 

協議会会長からの提案により、協議会主催で「生活困窮者の実態と居住支援の課題 

セーフティネット法改正における豊島区の居住支援協議会の今後について」をテーマに

勉強会を実施した。これまでも区の一部の福祉部局との意見交換の機会はあったが、住

宅と福祉の部署が一堂に会しての意見交換は初めてであり、福祉との連携による居住支

援への取組について考える貴重な機会となった。  
勉強会概要 

日時：令和 7 年 2 月 10 日（月）17：00～19：15  
場所：豊島区庁舎 508～510 会議室  
講師：井上由起子先生 日本社会事業大学専門職大学院教授  
モデレーター：大塚順子先生（東京通信大学准教授）  
記録：小池孝子（東京家政学院大学教授）、金指有里佳（和洋女子大学助教）  
参加者：計 30 名程度  

・福祉包括化推進員（16 部署）＋社協  
福祉総務課、自立促進担当課、高齢者福祉課、障害福祉課、生活福祉課、

西部生活福祉課、保健予防課、健康推進課、長崎健康相談所、子ども若者

課、子育て支援課、児童相談所、子ども家庭支援センター、住宅課、教育

センター、社会福祉協議会  
・定行先生関係者  
・豊島区居住支援協議会事務局  
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プログラム概要・当日の様子 

・最初の挨拶  
＜セッション１＞  

レクチャーテーマ：生活困窮者の住宅問題  
・意見交換  

＜セッション２＞  
レクチャーテーマ：居住支援協議会に期待できること  

・全国の居住支援協議会の成り立ち  
・他協議会の事例紹介（各地の具体例）  
・意見交換  

＜居住支援協議会の今後の展望（意見交換から出された意見）＞  
・不動産業界向けのレクチャーの実施  
・各部署間での情報共有システムの構築  
・居住支援協議会での共通アセスメントシートの作成  
・生活困窮者向けの包括的相談窓口の整備  

 
 

(3)豊島区民生委員・児童委員等へのとしま居住支援バンク等の周知や理解の促進 

昨年に引き続き、民生委員・児童委員の会合にアウトリーチし、協議会の説明・周知

活動と空き家の情報交換、住まい探しの相談窓口の紹介等を行った。今回は長崎第２地

区民生委員に向けて実施した（１０月７日実施）。 

また、豊島区福祉部局、豊島区民社会福祉協議会（CSW、くらし・しごと相談支援

センター等が参加、５月３１日実施）へ向けても実施している。 
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３．その他の取組み 

３－１．普及啓発活動の推進 

普及啓発活動については、以下の通り取り組んだ。  
(1)ホームページ、SNS 等による普及啓発 

昨年度、ホームページをより親しみが持て理解しやすいデザインや表現（対象者を

「住まいをお探しの方」「空室をお持ちの方」「不動産事業者の方」にするなど）に変更

しているが、今年度は、ホームページ、フェイスブックの更新頻度を高め、協議会の取

組み内容や登録団体の取組み内容をすぐ把握できるように心がけた。特に、登録団体の

取組みについては、団体からの依頼がなくても居住支援に関わる内容に関しては、本協

議会ホームページでも更新するよう心がけている。  
 
(2)『としま居住支援ガイドブック』のリニューアル 

令和３年度に発行した『としま居住支援ガイドブック』から、豊島区の居住支援関係

の制度の問い合わせ先が変更になり、また、登録団体が増えたことから、より充実した

ガイドブックにリニューアルをした（１１月５日発行）。  
 

<主な配付箇所> 

・住まいに関する相談窓口（豊島区福祉総務課） 

・ヒアリング等を実施した、不動産事業者、居住支援団体 

・セミナー等居住支援協議会主催のイベント 

・適宜、登録団体等へ配付 

・第１９回社会貢献活動見本市 など 
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(3)協議会チラシの更新など 

新たに登録団体になった団体や事前ヒアリングの際に、登録の要件がわかるよう、登

録団体募集の内容を整理し、WEB 掲載した。また、協議会のチラシを更新・発行した。  
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（4）第 19 回社会貢献活動見本市への参加 

社会貢献に係る区内を中心とした約５０の企業や団体が、取組み内容をパネル展示

し、交流を図る「社会貢献活動見本市」に参加した。  
 

日時 令和 7 年 2 月 24 日（土）10：00～17：00 
会場 豊島区本庁舎１階 としまセンタースクエア  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
３－２．登録団体の活動費の一部助成 

登録団体が協議会と連携して居住支援を実施する際、活動の費用を一部助成できるが、

活用した団体はなかった(５万円まで／１活動)。 

※居住支援法人に指定されている登録団体については、国からの補助対象と重ならない範囲で

支援を実施することが可能。  

  

見本市でのパネル 会場の様子 
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４．課題整理 

以上のことを踏まえて、課題を整理する。  
■福祉分野と住宅分野の相互理解、情報共有に関する課題 

福祉や住宅の分野の垣根を超えて、それぞれの関連部署を対象に、昨年度は居住支援

セミナー開催のための顔合わせ会、今年度は「生活困窮者の実態と居住支援の課題、セ

ーフティネット法改正における豊島区の居住支援協議会の今後について」をテーマに勉

強会を実施した。その結果、福祉分野では目の前の現場の対応に追われ、なかなか相互

分野のコミュニケーションが進まない現状があることがわかった。一方で、住宅分野に

おいては、福祉分野の方々に居住支援の内容や協議会の取り組み、登録団体について認

知してもらうだけではなく、福祉の分野での居住に関する悩みや現状、福祉の制度の内

容を把握する必要があることがわかった。  
⇒ 居住支援の取り組み状況や居住支援の紹介だけでなく、居住支援協議会、あるいは

登録団体においても、福祉の制度や支援内容の把握ができるよう、相互コミュニケー

ションを図りながら、一堂に会する機会を持つことを検討したい。また手間なく情報

共有をする仕組みや方法も検討していく。  
 
■「としま型居住支援」の検討に向けての課題 

豊島区居住支援協議会は、平成２４年に設立され、居住支援法人をはじめとした登録

団体が、居住支援に円滑に取り組むことができるよう支援することや、団体間のネット

ワークづくり、また、団体と専門分野に長けている協議会会員をつなぐといった後方支

援をすることに長く取り組んできた。また、相談業務としては、自立促進担当課入居相

談グループに事務局メンバーに入ってもらいながら、居住支援を含めた「住まいに関す

る相談窓口」をひとつに集約したことも特徴と言える。しかし、そのような動きが外か

ら見えづらいことや、昨今の住宅セーフティネット法、生活困窮者自立支援法改正にお

いて、協議会や居住支援法人により多くの機能や役割求められるようになっていること

により、豊島区の居住支援のあり方についても、再度検討する時期に来ている。  
⇒ 引き続き、協議会会長、会員、日本女子大学井本研究室と連携を図りながら、「とし

ま型居住支援」のあり方を検討していく。また、来年度は法改正の趣旨を踏まえて、

福祉分野との緊密な連携による居住支援体制の検討を進める。  
 
■登録団体等の支援の課題 

登録団体等との連携や信頼関係はできてはいるが、日々の取組や実績を把握しきれて

いない部分もある。また、登録団体に豊島区の福祉分野の制度紹介等もしきれていな

い。また、他区市町村の居住支援の事例から学びたいということもあがっている。  
⇒ 日常的、かつ、継続的に登録団体とは情報共有をし、かつ登録団体への情報発信を

より一層していく必要がある。また、それぞれの登録団体のネットワークづくりや、

他の都心での居住支援協議会の取り組みを登録団体とともに知ることで、「としま型

居住支援」のあり方をより明確にするよう取り組む。 

 

 


